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２　給与の日割計算
○概要
(1) 月の中途において、採用、退職、休職等がなされた場合、給料は日割計算により支給される。
(2) 日割計算は、その月の現日数から「週休日」を除算した日数を基礎として行う。
(3) すでに支給済みの給与について、日割計算を要する事実が生じたときで、返納を要する場合の返納額は、「既支出済額－正当支給額＝返納を要すべき額」となること。
○関係法令

給与条例

（給与の支給方法）

第6条　新たに職員となつた者には、その日から給料を支給し、昇給、降給等により給料額に異動を生じた者には、その日から新たに定められた給料を支給する。

２　職員が退職したときは、その日まで給料を支給する。ただし、死亡したときは、その月分全額を支給する。

３　前2項の規定により給料を支給する場合であつて、月の初日から支給するとき及び月の末日まで支給するとき以外のときは、その給料額は、その月の現日数から勤務時間条例第3条第1項、第4条、第5条及び第8条第2項の規定に基づく週休日の日数を差し引いた日数を基礎として日割りによつて計算する。

４　前条及び前3項に定めるものを除くほか、給料の支給方法に関して必要な事項は、人事委員会規則で定める。

給与支給規則

(給料の繰上支給)

第6条　職員が、職員又はその収入によつて生計を維持する者の疾病、災害その他非常の場合の費用に充てるために給料の支給定日前において給料の請求をした場合には、請求の日までの給料を、その月の現日数から勤務時間条例第3条第1項に規定する週休日(以下単に「週休日」という。)の日数を差し引いた日数を基礎として日割りによる計算(以下「日割計算」という。)により支給するものとする。

 (休職等の場合の給料の支給)

第7条　職員が給与期間の中途において次の各号のいずれかに該当する場合におけるその給与期間の給料は、日割計算により支給する。

一　休職にされ、又は休職の終了により復職した場合

二　地方公務員法(昭和25年法律第261号。以下「法」という。)第55条の2第1項ただし書の規定による許可(以下「専従許可」という。)を受け、又は専従許可の有効期間の終了により復職した場合

三　外国の地方公共団体の機関等に派遣される職員の処遇等に関する条例(昭和63年福島県条例第8号。以下「外国機関等派遣条例」という。)第2条第1項若しくは公益的法人等への職員の派遣等に関する条例(平成13年福島県条例第77号。以下「公益的法人等派遣条例」という。)第2条第1項の規定により派遣され、又は派遣の終了により職務に復帰した場合

四　停職にされ、又は停職の終了により職務に復帰した場合

五　地方公務員の育児休業等に関する法律(平成3年法律第110号。以下「育児休業法」という。)第2条の規定により育児休業を始め、又は育児休業の終了により職務に復帰した場合

六　大学院修学休業(教育公務員特例法(昭和24年法律第1号)第26条第1項に規定する大学院修学休業をいう。以下同じ。)を始め、又は大学院修学休業の終了により職務に復帰した場合

七　職員の自己啓発等休業に関する条例(平成19年福島県条例第87号)第2条第1項の規定による自己啓発等休業(以下「自己啓発等休業」という。)を始め、又は自己啓発等休業の終了により職務に復帰した場合
八　職員の配偶者同行休業に関する条例(平成26年福島県条例第62号)第2条の規定による配偶者同行休業(以下「配偶者同行休業」という。)を始め、又は配偶者同行休業の終了により職務に復帰した場合
２　給与期間の初日から引き続いて休職にされ、専従許可を受け、外国機関等派遣条例第2条第1項若しくは公益的法人等派遣条例第2条第1項の規定により派遣され、停職にされ、育児休業法第2条の規定により育児休業をし、大学院修学休業をし、自己啓発等休業をし、又は配偶者同行休業をしている職員が、給料の支給定日後に復職し、又は職務に復帰した場合には、その日以後速やかにその給与期間中の給料を支給する。

 (給料の返納)

第8条　職員の給料が、給与期間中給料の支給定日後において、退職、休職、専従許可、外国機関等派遣条例第2条第1項若しくは公益的法人等派遣条例第2条第1項の規定による派遣、停職、育児休業法第2条の規定による育児休業、大学院修学休業、自己啓発等休業又は配偶者同行休業により過払いとなつた場合には、速やかにその過払いとなつた分を返納しなければならない。
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